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【総　　論】
日本と欧州は、民主主義、人権、法の支

配等の基本的価値を共有するとともに、国
際社会の安定と繁栄に向けて主導的な役割
を果たす上での戦略的パートナーである。
日本がG8参加国の英国、フランス、ドイ
ツ、イタリアを始め、欧州各国との間で、
二国間関係を一層強化し、協力を進めてい
くことは、金融危機の影響による景気減
速・後退や、テロや大量破壊兵器の拡散と
いった安全保障上の脅威等、不安定要素の
多い今日の国際情勢の中で、グローバルな
諸課題に国際社会が効果的に対応していく
基盤を強化するものとして重要である。ま
た、統合の進展を通じて発言力を増大させ、
グルジア問題や金融危機においても国際的
議論の中で積極的役割を果たした欧州連合
（EU）や、冷戦時からその性格を変容させ、
平和と安定に向けた活動領域を欧州・大西
洋地域を越えてアフガニスタン等にも広げ
ている北大西洋条約機構（NATO）との
間で、日本は多くの関心分野・地域を共有
しており、様々なレベルでの政治対話・協
力を一層進めていく必要がある。さらに、

日本は、地域的枠組みも活用しながら、
中・東欧諸国やバルト諸国との政治及び経
済分野での対話と協力を進めている。
６月、福田総理大臣はドイツ、英国及び

イタリアを訪問した。各国首脳と実質的協
議を行い、個人的な信頼関係を構築したこ
とは、７月のG8北海道洞爺湖サミットを
成功させるためにも、極めて重要な足掛か
りとなった。10月には、麻生総理大臣がア
ジア欧州会合（ASEM）第７回首脳会合に
出席し、金融危機への対応におけるアジア
と欧州の連携強化を確認した。
一方、欧州からも、７月のG8北海道洞

爺湖サミット及び６月のG8京都外相会合
の機会に、英国、フランス、ドイツ、イタ
リア、EU（議長国及び欧州委員会）の首
脳、外相級が訪日して気候変動を始めとす
る様々な分野における協力を確認したほ
か、数多くの要人が訪日した。引き続き、
欧州各国、機関との密接な意見交換を通じ
て、良好な日欧関係をより具体的な協力関
係へと深化させていくことが重要である。
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【各　　論】
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2004年までのEU加盟国（15か国）

2004年5月1日加盟国（10か国）

2007年1月1日加盟国（2か国）

加盟候補国（3か国）
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ン
ド デンマーク

ギリシャ

スペイン

ポルトガル

オーストリア

エストニア

ポーランド

チェコ

スロベニア

ハンガリー

キプロス

ラトビア

リトアニア

スロバキア

マルタ

ブルガリア

ルーマニア

クロアチア
トルコ

マケドニア
旧ユーゴスラビア共和国

フランス、ドイツ、イタリア、オランダ、
ベルギー、ルクセンブルク、英国、アイル
ランド、デンマーク、ギリシャ、スペイン、
ポルトガル、オーストリア、スウェーデン、
フィンランド

エストニア、ポーランド、チェコ、スロベ
ニア、ハンガリー、キプロス、ラトビア、
リトアニア、スロバキア、マルタ

クロアチア、トルコ、マケドニア旧ユーゴ
スラビア共和国

潜在的加盟候補国（5か国）
アルバニア、セルビア、モンテネグロ、
ボスニア・ヘルツェゴビナ、コソボ

出典：（GDP）IMF World Economic Outlook Database
　　（人口）世界銀行 World Development Indicators

EU27か国
日本
米国

人口（2007年）
4億9,000万人
1億2,800万人
   3億300万人

GDP（2007年）
16兆8,300億米ドル
  4兆3,830億米ドル
13兆8,430億米ドル

ボスニア・
ヘルツェゴビナ

モンテネグロ

アルバニア

コソボ

セルビア

ブルガリア、ルーマニア

EUは、27の加盟国、人口約４億9,000万
人、国内総生産（GDP）約16兆8,300億米
ドル規模の世界最大の共通市場を擁し、経
済・通貨統合のみならず、共通外交・安全保
障政策等の幅広い分野で統合を進めている。
拡大したEUは、抜本的な機構改革の必

要が早くから指摘されていた。さらに、気
候変動・エネルギー問題等の新たな課題に
対応する能力を強化するためにも、2007年
12月に新基本条約（リスボン条約）が合意
された。同条約は、2009年１月１日付の発
効を目指し、2007年末から各加盟国で批准
が進んだ。しかし、2008年６月にアイルラ
ンドで実施された国民投票で批准が否決さ
れ、同条約の発効は困難に直面した。この
ため、EU内で調整の結果、2008年12月の

欧州理事会において、欧州委員の各国１名
制を維持し、アイルランドの中立政策等に
対し法的な保証を与えることを条件に、ア
イルランドが2009年10月末までに２回目の
国民投票を実施することが決定された。同
条約が発効すれば、首脳級の欧州理事会に
常任の議長が選出され、EUの外相に相当
する外務・安全保障政策上級代表が任命さ
れるなど、体制面ではEUが「一つの声」で
発言する方向が強化されていくと見られる。
EU拡大については、加盟候補国である

トルコ、クロアチアとの交渉が継続した。
一方、同じく加盟候補国であるマケドニア
旧ユーゴスラビア共和国との加盟交渉は、
2008年中は開始されなかった。

１．欧州情勢

（１）欧州連合（EU）

EU拡大
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（注）1952年に石炭鉄鋼共同体（ECSC）が（パ
リ条約）、1958年に欧州経済共同体（EEC）
及び欧州原子力共同体（EURATOM）が
（ローマ条約）、いずれも 6か国を加盟
国として設立された。1967年にはこれ
ら三つの共同体の機関が統合された（ブ
リュッセル条約）。

EC（欧州共同体） EU（欧州連合）

第1の柱 ●単一市場

英国、
アイルランド、
デンマーク

ドイツ、
フランス、
イタリア、
ベルギー、
オランダ、
ルクセンブルク（注）

・関税同盟　　　・共通通商政策
・域内市場統合　・共通農業政策

第2の柱 ●共通外交・安全保障政策（CFSP）
●欧州安全保障・防衛政策（ESDP）

第3の柱 ●警察・刑事協力（アムステルダム条約以降）
●司法・内務協力

●経済・通貨統合
・欧州中央銀行による金融政策
・単一通貨ユーロ（1999年導入・2002年 1月流通）

ギリシャ スペイン、
ポルトガル

オーストリア、
スウェーデン、
フィンランド

ブルガリア、
ルーマニア

発効に向け、
批准手続
進展中

ポーランド、
チェコ、
ハンガリー、
エストニア、ラトビア、
リトアニア、マルタ、
キプロス、スロバキア、
スロベニア

年

柱
構
造
は
消
滅（
Ｅ
Ｃ
は
消
滅
）

統
合
の
深
化

EUの拡大

ローマ条約 マーストリヒト条約 アムステルダム条約 ニース条約 リスボン条約発効？

1958 73 81 86 93 95 1999 2003 04 07 2010

EC

EU
E
U

EU

統
合
の
深
化

EUの拡大

ローマ条約 マーストリヒト条約 アムステルダム条約 ニース条約 リスボン条約発効？

1958 73 81 86 93 95 1999 2003 04 07 2010

経済面では、9月以降、米国の金融危機
を契機に、欧州金融市場は更に悪化した。
欧州金融市場の混乱は続いており、金融部
門から実体経済にも影響が及び、景気は後
退している。2008年の実質GDP成長率は
EU（27か国）で1.0％、ユーロ圏で0.9％と
なる見通しである。2008年央まで改善を見
せていた失業率も、2009年にはEUで8.7％、
ユーロ圏で9.3％に悪化する見通しである。
金融危機への対策として、EUでは加盟国
間の政策協調を図りつつ、金融機関への公
的資金による資本注入等の対策が実施され
た。また、EUは景気対策の観点から総額
2,000億ユーロ規模（域内GDP比の約1.5％
に相当）の景気刺激策「欧州経済回復プラ
ン」を採択した。一連の施策に伴い、大半
のEU加盟国において財政赤字拡大により、
2009年には財政赤字の対GDP比が悪化し、
EUで4.4％、ユーロ圏で4.0％となる見通し
である。
また、2009年1月からスロバキアにユー

ロが導入された。これによりユーロ圏は16

か国となった。
外交面では、８月のグルジアにおける軍

事衝突の直後、2008年後半のEU議長国で
あるフランスのサルコジ大統領がロシア及
びグルジアを訪問し、武力の不行使や軍事
行動の停止、武力行動開始前のラインまで
のロシア軍撤退等を含む停戦合意文書（６原
則）の署名の仲介を行うなど、迅速な対応を
見せた。この合意の履行を監視すべく、10月
からグルジアEU監視ミッション（EUMM）と
して警察官など300人以上の文民がグルジ
アに展開している。さらに、コソボにおい
ては、12月にコソボEU法の支配ミッション
（EULEX）が展開を開始し、警察、司法、税
関等の分野で支援を行っている。また、最
近多発しているソマリア沖での海賊事案に
対し、12月からEU海軍作戦（EU NAVFOR）
を開始し、国連世界食糧計画（WFP）の契
約船舶などの護衛にあたっている。EUは
このように、軍事、文民の両面において国
際社会の平和と安定のための取組を積極的
にリードしている。

EUの深化と拡大
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日本との関係では、４月に東京で第17回
日・EU定期首脳協議が開催され、福田総理
大臣とヤンシャ・スロベニア（2008年前半の
EU議長国）首相及びバローゾ欧州委員会委
員長が出席した。同協議では、基本的価値
を共有する戦略的パートナーとしての日本と
EUの連携強化や、消費者の安全・安心に向
けた一層の協力につき一致した。気候変動
についても協力の継続を確認し、また、主
要な地域情勢について幅広く意見交換を行
い、特に東アジア地域の安全保障環境に関
する対話を継続していくことで一致した。

2007年６月に発足したブラウン労働党政
権は、５月の統一地方選挙で歴史的と言わ
れた惨敗を喫した後、支持率の低迷に苦し
んでいたが、秋以降に顕著となった国際金
融危機問題における迅速な対応が評価され
て支持率は回復しつつある。2010年５月に
下院議員の任期が満了となることから、
2009年に実施される可能性も含め、総選挙
の実施時期が注目されている。外交面にお
いては、米国との同盟関係を重視しつつ、
欧州における指導的立場を追求するとの立
場を維持するとともに、インド・中国等の
新興経済国との関係強化に積極的な姿勢を
見せている。
日本との関係では、６月に福田総理大臣

が英国を訪問、さらに同月、ミリバンド外
務・英連邦相がG8外相会合出席のために
訪日、７月のG8北海道洞爺湖サミットの際
には、ブラウン首相が訪日した。また、９
月の国連総会の際に、中曽根外務大臣とミ
リバンド外務・英連邦相が意見交換を行っ

たほか、11月の金融・世界経済に関する首
脳会合の際に、麻生総理大臣とブラウン首
相が会談を行うなど、両首脳・外相間の累
次にわたる会談等を通じて、戦略的パート
ナーとしての日英関係の強化が図られた。
さらに、2008年は日英外交関係開設150周
年であり、日英両国において記念の交流事
業が開催され、10月には英国皇太子殿下及
びコーンウォール公爵夫人が訪日されるな
ど、二国間関係の更なる緊密化が図られた。

第17回日・EU定期首脳協議に臨むヤンシャ・スロベニア首相（左）、福
田総理大臣（中央）、バローゾ欧州委員会委員長（右）
（4月23日、東京　写真提供：内閣広報室）

（２）英国

（３）フランス

2007年５月に就任したサルコジ大統領
は、内政面では様々な制度改革に精力的に
取り組み、労働意欲を高めるための35時間
労働制の柔軟な運用など労働市場改革を行

う一方、年金制度改革にも取り組んだ。
2008年７月には憲法改正により議会の権限
強化等を図った。
EU議長国として、外交面では８月に発

ミリバンド英国外務・英連邦相（左）への表敬を行う伊藤外務副大臣（右）
（9月、英国・ロンドン）
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生したグルジア・南オセチア問題では停戦
合意をまとめ上げた。さらに金融危機への
対応では、11月の金融・世界経済に関する
首脳会合に向け、EU非公式首脳会合にお
いて合意形成に努力するなどEU諸国の意
思統一に努めた。
日本との関係では、2008年は日仏外交関

係開設150周年記念に当たり、両国で多数
の交流事業が実施された。４月にはフィヨ
ン首相が訪日し、福田総理大臣と共に「日
仏経済宣言」及び「原子力エネルギーの平

和的利用における協力に関する宣言」を発
出した。サルコジ大統領は、６月にローマ
で開催された国連食糧農業機関（FAO）
ハイレベル会合の際に福田総理大臣と首脳
会談を行い、７月のG8北海道洞爺湖サミ
ットにも出席、10月に北京で開催された
ASEM第７回首脳会合の際には麻生総理大
臣と会談した。外相レベルでは６月にパリ
で開催されたアフガニスタン支援国際会合
（パリ会合）の際にクシュネール外務・欧
州問題相が高村外務大臣と会談した。

（４）ドイツ

2005年11月に発足したキリスト教民主同
盟／社会同盟（CDU/CSU）と社会民主党
（SPD）とによる大連立政権は、メルケル
首相の指揮の下、内政面では雇用の創出、
財政再建、社会保障、家族政策等に、外交
面ではEU内における協力、アフガニスタ
ン、西バルカン地域等に重点を置きつつ、
堅実な政権運営を進めた。メルケル首相は
国民から高い支持を得ており、2008年10月
以降、経済・金融危機の中でも、強力な指
導力を発揮し、素早い対策を示した。一方、
2008年にヘッセン州、バイエルン州等重要
な州議会選挙が相次いで行われ、2009年に
は大統領選挙（５月）及び連邦議会選挙
（９月）が控えていることから、各党とも
選挙を意識した動きが活発化している。
日本との関係では、2008年、日本がドイ

ツからG8議長国を引き継ぎ、両国首脳を
含むあらゆるレベルにおいて、例年にも増

して緊密な協議・協力が行われた。２月に
は高村外務大臣が、６月には福田総理大臣
がそれぞれドイツを訪問、また、メルケル
首相（７月のG8北海道洞爺湖サミットに
出席）、シュタインマイヤー外相（６月の
G8京都外相会合に出席）を始め、ドイツ
の閣僚・要人が次々と訪日し、二国間関係
のほか、アフガニスタンや気候変動等、国
際社会の共通課題に対する両国間の協力に
ついて活発な意見交換が行われた。さらに
10月、麻生総理大臣は、ASEM第７回首脳
会合（於：北京）の際にメルケル首相との
間で首脳会談を実施した。経済面では、ド
イツは日本にとってEU加盟国中最大の貿
易相手国であり、日本はドイツで開催され
る世界最大級の産業見本市「ハノーバー・
メッセ」の2008年のパートナー国となり、安
倍晋三元総理大臣が総理大臣特使として、
メルケル首相と共に開幕行事に出席した。

（５）イタリア

イタリアでは、１月、一部の連立与党の
離反により、第２次プローディ内閣（2006
年５月発足）が事実上倒閣し、２月に上下
両院が解散された。４月の総選挙ではベル
ルスコーニ前首相率いる中道右派が、ヴェ
ルトローニ民主党書記長率いる中道左派に
対し、上下両院で大勝し、５月に第４次ベ

ルルスコーニ内閣が発足した。同内閣は、
発足直後から、地方固定資産税廃止、治
安・移民問題に関する緊急政令の発出、ナ
ポリ・ゴミ問題解決等、一定の成果を上げ、
高支持率を維持している。
外交面においては、欧州統合の積極的推

進及び大西洋同盟の強化、国連を始めとす
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る多数国間枠組みを重視し、G8の一員と
して国際的な発言力の維持に努めている。
2009年にはG8の議長国としてイタリアで
G8サミットを開催することとなる。
日本との関係では、両国首脳の往来が実

現した。イタリアからはG8北海道洞爺湖
サミットのため、ベルルスコーニ首相が初

めて東京及び北海道を訪問した。日本から
は、６月に福田総理大臣がFAOハイレベ
ル会合のためローマを訪問、10月には北京
でのASEM第７回首脳会合開催の機会に、
麻生総理大臣とベルルスコーニ首相の間で
初の会談が実施されるなど、活発な政治対
話が継続している。

（６）G8各国を除く欧州地域の情勢、日本との関係

スペインでは、３月、任期満了に伴う総
選挙が実施され、サパテロ首相率いる与
党・社会労働者党が前回選挙（2004年）に
続き勝利し、４月14日第２次サパテロ内閣
が発足した。日本とスペインの関係では、
７月、皇太子殿下がサラゴサ国際博覧会御
臨席等のためスペインを訪問された。さら
に11月には、カルロス１世国王陛下及びソ
フィア王妃陛下が国賓として日本を公式訪
問した。このような訪問の実現により、
2008年は両国の伝統的友好関係の更なる強
化のために極めて重要な１年となった。

ポルトガルは、日本が欧州で最も古い関係
を有する国の一つであり、2010年には日・ポ
ルトガル外交関係開設150周年を迎える。今
後、その150周年に向けて良好な二国間関
係が一層緊密になることが期待される。

日本とオランダは、2008年に外交関係開
設150周年を迎え、10月にフェルハーヘン
外相が訪日して両国の友好関係が一層強化
された。
ルクセンブルクからは２月にユンカー首

相が訪日し、福田総理大臣との首脳会談を
行った。
日本と北欧・バルト諸国との間では、活

発な要人往来を通じ、二国間関係の更なる
緊密化が図られた。２月には、パエト・エ
ストニア外相が、４月にはラインフェル
ト・スウェーデン首相が、６月にはヴァン
ハネン・フィンランド首相がそれぞれ日本
を訪問し、12月には中曽根外務大臣がノル
ウェーを訪問した。首脳会談や外相会談を
通じて、二国間の友好関係の強化や様々な
国際問題での協力について意見の一致を見
た。リトアニアでは、10月に総選挙が行わ
れ、12月にクビリウス内閣が発足した。
中・東欧地域では、大統領選挙や総選挙

の結果、大統領、政権交代が行われた国も
あるが、総じて引き続き安定的な政策運営
が行われている。キプロスでは、２月の大
統領選挙でフリストフィアス大統領が就任
して以降、キプロス問題（注１）解決に向けて
前向きな動きが見られ、９月以降、国連の
仲介の下、ギリシャ系及びトルコ系キプロ
スとの間で本格交渉が行われている。経済
面においては、ウクライナやハンガリーな
ど一部の国で秋以降の経済・金融危機の影

カルロス1世スペイン国王陛下及びソフィア王妃陛下歓迎行事に御臨席
になる天皇皇后両陛下（11月10日、東京）

（注１）キプロスは1960年に英国から独立。独立直後からギリシャ系住民とトルコ系住民の間で対立・衝突が激化し、1974年のトルコ軍侵攻以降現在に至るまで、
北（トルコ系）と南（ギリシャ系）に分断されている。トルコ系は「北キプロス・トルコ共和国」（Turkish Republic of Northern Cyprus）として1983年に独立を宣言。
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響を受けた。
日本との関係では、活発な要人往来や政

策対話を通じて二国間関係の更なる緊密化
が見られた実りある年であった。１月には
ストラタン・モルドバ副首相兼外務欧州統
合相、３月にゲンツ・ハンガリー外相、オ
グリスコ・ウクライナ外相、４月にはヤン
シャ・スロベニア首相（EU議長国）、９月
にはクラウス・チェコ大統領、10月にはシ
コルスキ・ポーランド外相、12月にはカチ
ンスキ・ポーランド大統領が訪日し、日本
からは、１月に福田総理大臣が世界経済フ

ォーラム年次総会（ダボス会議）に出席す
るためにスイスを訪問した。また、各国と
の間で政務協議が活発に行われた。
西バルカン諸国は、EU加盟に向けた改

革を進め、政治的に安定化する傾向が見ら
れる一方、引き続き民族問題の解決が課題
となっている。２月にセルビアから独立を
宣言したコソボをめぐり、西バルカン地域
情勢への影響が懸念されたが、大きな混乱
は見られていない。一方で、コソボを承認
した国（日本を含む）とセルビアとの関係
が一時冷却化する事態となったが、秋以降、
セルビアとコソボ承認国との関係も正常化
に向かいつつある。
日本は２月にベリシャ・アルバニア首相

を、３月にメシッチ・クロアチア大統領を
招待し、首脳レベルで二国間関係の強化方
針が確認された。ボスニア・ヘルツェゴビ
ナについては、日本は１月に大使館を開設
し、上級代表事務所を通じた和平履行に加
えて、二国間関係についても強化に向けた
動きが着実に進んでいる。

来日したカチンスキ・ポーランド大統領（左）と会談する麻生総理大臣
（右）（12月 4日、東京　写真提供：内閣広報室）

（７）ヴィシェグラード４か国（V4）、GUAMとの協力

日本は、ヴィシェグラード４か国
（V4：チェコ、ハンガリー、ポーランド、
スロバキアで構成される）との間で、「自
由と繁栄の弧」の考え方を踏まえ、政策対
話に加えて、観光、貿易・投資促進、経済
協力などの共通の分野で協力を進めてき
た。V4諸国と日本との協力枠組み「V4＋
１」協力の下、２月にはV4諸国の政府関
係者を日本に招いて援助協力ワークショッ
プが、10月には中小企業振興ワークショッ
プが各々開催された。また、12月にはワル
シャワで「V4＋１」政策対話を開催した。
V4諸国とは経済関係も着実に進展してお
り、2007年には、日本から４か国へ新たに

複数の日系企業が進出した。
GUAMは、民主主義と市場経済による

安定と繁栄を目指す旧ソ連欧州部とコーカ
サスの４か国（グルジア、ウクライナ、ア
ゼルバイジャン、モルドバ）で構成され、
日本と基本的価値を共有するパートナーと
して「緊密な対話」と「実質的な協力」を
柱とした関係強化を進めている。７月の第
３回「GUAM＋日本」会合（於：グルジ
ア）、12月の同外相級会合（於：フィンラ
ンド）等を通じて対話を重ねるとともに、
貿易・投資促進等の分野で協力を推進して
いくことで一致した。
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２．欧州地域機関との協力

（１）北大西洋条約機構（NATO）との協力

NATO（加盟26か国（2009年２月末現
在））は冷戦後の安全保障環境の変容の中
で、国際的な平和と安定のための取組を強
化し、コソボにおける国際安全保障部隊
（KFOR）、アフガニスタンにおける国際治
安支援部隊（ISAF）等、域外での展開を
拡大している。10月から12月には、国連事
務総長からの要請を受け、ソマリア沖の海
賊対策として、WFP契約船舶の護衛等を
実施した。また、４月のブカレスト首脳会
合でクロアチアとアルバニアへの新規加盟
招請を決定するなど、将来のウクライナと
グルジアの加盟を含め、NATOの拡大に
ついての議論が活発に行われた。グルジア
紛争に対しては、９月にNATO・グルジ
ア委員会を立ち上げ、グルジアの改革を支
援していく姿勢を明らかにした。
日本との関係では、2007年12月の福田総

理大臣とデ・ホープ・スケッフェルNATO事
務総長の共同記者発表で、日本とNATO
が基本的価値とグローバルな安全保障上の
課題の解決に向けた責任を共有しているこ
とを再確認したことを受け、こうした取組
におけるパートナーとして、日本とNATOの

協力が進んでいる。
４月にNATO首脳会合の一環として開

催されたアフガニスタン会合には、佐々江
賢一郎外務審議官が出席し、日本のアフガ
ニスタン復興支援へのコミットメント強
化、その中でのNATOとの更なる連携等
について発言を行った。
アフガニスタンでは、2007年にNATO

の地方復興チーム（PRT）と連携しつつ、
日本が草の根・人間の安全保障無償資金協
力を通じてNGO等を支援する枠組みが構
築され、九つのPRTと連携した43事業
（2009年２月末現在）が実施されている。
この円滑な実施のため、カブールでは、在
アフガニスタン日本大使館の連絡調整員が
NATO文民代表部と緊密に連携している。
また、３月には、NATO平和のための

パートナーシップ（PfP）信託基金を通じ、
アフガニスタンの武器弾薬管理能力強化プ
ロジェクトに対する協力を実施した。日本
は、引き続き「テロとの闘い」等の共通目
標に向けて、NATOとの協力を強化して
いく考えである。

（２）欧州安全保障協力機構（OSCE）・欧州評議会（CE）との協力

OSCEは、北米、欧州、中央アジアの56
か国が加盟する世界最大の地域安全保障機
構である。米露欧が集うフォーラムとして、
特に12月にヘルシンキで行われた第16回
OSCE外相理事会は、グルジア紛争ととも
に、ロシアが提案した新しい欧州安全保障
条約構想を議論する場として、各国の注目
を集めた。安全保障問題がグローバル化す
る中、日本はパートナーとして、OSCEと
の対話と協力を促進している。同外相理事
会では、伊藤 太郎外務副大臣が参加し、
北朝鮮の拉致

ら ち

問題・核問題など日本の安全

保障に関する立場についてOSCEの理解と
支持を訴えた。さらに伊藤外務副大臣は多
くの外相等と会談を行い、ド・ブリシャン
ボー事務総長との間では、2009年に日本で
開催するOSCEとの共催会議の成功に向
け、連携を強化することで一致した。
CEは、民主主義、人権、法の支配等の

分野における国際社会の規準づくりに重要
な役割を果たす、加盟国47か国の欧州の地
域国際機関であり、東欧や中央アジア・コ
ーカサス諸国等で民主化支援事業等を実施
している。日本は、アジアで唯一のオブザ

伉信
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ーバー国として、2008年中も様々な会合に
積極的に参加した。さらにアゼルバイジャ
ンの民主化に携わる青年指導層の養成を目

的とするアゼルバイジャン・バクー政治研
究スクールの活動を支援した。

欧州の主要枠組み

EU（27）
CIS（12）

EFTA（4）

●協力のためのパートナー　　　●協力のための地中海パートナー

　韓国　　タイ　　モンゴル　　　モロッコ　　エジプト　　　アルジェリア

　日本　　アフガニスタン　　　　ヨルダン　　イスラエル　　チュニジア コソボメキシコ

リヒテンシュタイン

サンマリノ　アンドラ　モナコ

ノルウェー

アイスランド スイス

トルコ○

スロベニア☆

フランス☆

ドイツ☆

ベルギー☆

オランダ☆

ルクセンブルク☆

イタリア☆

ギリシャ☆

スペイン☆

ポルトガル☆

エストニア

リトアニア

ラトビア

スロバキア☆

英国

チェコ

ハンガリー

ポーランド

デンマーク

アイルランド☆

オーストリア☆

フィンランド☆ 

マルタ☆

キプロス☆

スウェーデン クロアチア△○

アルバニア△

マケドニア旧ユーゴスラビア共和国○

セルビア

ボスニア・ヘルツェゴビナ

モンテネグロ

ロシア

アルメニア

ベラルーシ

カザフスタン

キルギス

タジキスタン

ウズベキスタン

グルジア

ウクライナ

アゼルバイジャン

モルドバ

トルクメニスタン

バチカン

米国

カナダ

（　）内は参加国数

OSCE（56）

EEA（30）

OSCE協力のためのパートナー（11）

NATO
（26）

CE（47）

CEオブザーバー
（5）

＜凡例＞
○：EU加盟候補国（3）
☆：ユーロ参加国（16）
△：NATO加盟招請国（２）
　：NATO加盟のための行動計画（MAP）参加国（3）

＜略語解説＞
CE（Council of Europe）：欧州評議会（47）
CIS（Commonwealth of Independent States）：独立国家共同体（12）
CSTO（Collective Security Treaty Organization）：集団安全保障機構（7）
EEA（European Economic Area）：欧州経済領域（30）
EFTA（European Free Trade Association）：欧州自由貿易連合（4）
EU（European Union）：欧州連合（27）
NATO（North Atlantic Treaty Organization）：北大西洋条約機構（26）
OSCE（Organization for Security and Co-operation in Europe）：欧州安全保障協力機構 （56）

CSTO（7）

ブルガリア

ルーマニア


